
（別記様式第２） 
 

公共嘱託登記業務共通仕様書 

 

 
第１章 総 則 

 
（趣旨等） 

第１条 この公共嘱託登記業務共通仕様書（以下「本仕様書」という。）は、中部地方整備

局の所掌する公共事業に必要な土地等の取得等に伴う公共嘱託登記業務（以下「本業務」

という。）を実施する場合に適用する。 

２ 業務の実施にあたり、本仕様書記載の内容により難い場合又はこれに記載がない事項

については、別に定める特記仕様書によるものとし、適用にあたっては特記仕様書を優

先するものとする。 

 
（用語の定義） 

第２条 この仕様書における用語の定義は、次の各号に定めるとおりとする。 

一 「調査職員」とは、登記業務契約書（以下｢契約書｣という。）第８条に基づき、発注

者が本業務の処理について、自己に代わって監督または指示する者として、受注者に

通知した職員をいう。 

二 「検査職員」とは、契約書第24条に定める検査を実施する者をいう。 

三 「業務責任者」とは、業務履行の管理を行う者をいう。表示に関する登記業務の場

合には、土地家屋調査士（土地家屋調査士法第８条に基づく土地家屋調査士名簿に登

録されている者をいう。）の資格を有する者で、権利に関する登記業務の場合には、司

法書士（司法書士法第８条に基づく司法書士名簿に登録されている者をいう。）の資格

を有する者で、契約書第９条第１項により受注者が発注者に届け出た者をいう。 

四 「業務従事者」とは、業務責任者の管理の下に業務に従事する者をいう。表示に関

する登記業務の場合には、土地家屋調査士（土地家屋調査士法第８条に基づく土地家

屋調査士名簿に登録されている者をいう。）の資格を有する者で、権利に関する登記業

務の場合には、司法書士（司法書士法第８条に基づく司法書士名簿に登録されている

者をいう。）の資格を有する者で、契約書第９条第４項により受注者が発注者に届け出

た者をいう。 

五 「協力者」とは、受注者が本業務の遂行に当たって再委託するものをいう。 

六 「指示」とは、発注者の発議により調査職員が受注者に対し、本業務の遂行に必要

な方針、事項等を示すこと及び検査職員が検査結果を基に受注者に対し、修補等を求

めることをいい、原則として書面により行うものとする。 

七 「協議」とは、調査職員と受注者又は業務責任者とが相互の立場で本業務の内容又

は取扱い等について合議することをいう。 

八 「報告」とは、受注者が本業務に係る進捗状況等を、必要に応じて調査職員に報告

することをいう。 

  
（再委託） 

第３条 契約書第３条の２第１項に規定する「主たる部分」とは、本業務における総合的

企画、業務遂行管理、登記申請に関する手法の決定及び技術的判断等をいい、受注者は

これを再委託することはできない。 

２ 契約書第３条の２第３項ただし書きに規定する「軽微な部分」とは、コピー、印刷、

製本、資料の収集及び単純な集計とする。ただし、保有個人情報、個人番号、特定個人

情報及び行政機関非識別加工情報を扱う場合は発注者の承諾を得なければならない。 

３ 受注者は、前２項に規定する業務以外の再委託に当たっては、発注者の承諾を得なけ

ればならない。 

４ 受注者は、本業務を再委託に付する場合、書面により協力者との契約関係を明確にし



ておくとともに、協力者に対し本業務の実施について適切な指導、管理を行い本業務を

実施しなければならない。 
なお、協力者は、国土交通省中部地方整備局の建設コンサルタント業務等指名競争

参加資格者である場合は、国土交通省中部地方整備局の指名停止期間中であってはな

らない。 

 

第２章 基本的処理方法 

 
（業務の内容） 

第４条 本業務の内容は、資料調査、事前調査、境界標の復元、地積測量図等の図面作成、

登記嘱託書類の作成、登記所への嘱託、補正、取下げ、受領等の手続き並びにこれらに

付随する業務とする。 

 
（業務処理の原則）  

第５条 本業務は、所有権移転登記に関する重要事項であり、土地代金支払いの前提とな

るものであるから、契約書及び本仕様書に準拠するとともに、不動産登記法その他の法

令に基づいて正確かつ迅速に処理しなければならない。 

２ 表示に関する登記の実施にあたっては、登記嘱託書類の作成、これに係る関係書類の

作成・調整、関係機関との連絡・調整及び現地調査にあたっては、業務責任者又は業務

従事者自らが実施または立会のうえ実施しなければならない。 

３ 第11条の業務は、業務責任者又は業務従事者自らが実施し、法務局に対して、責任を

持って説明しなければならない。 

 
（嘱託書等の形式） 

第６条 受注者は、国土交通省所管不動産登記嘱託指定職員が嘱託する形式により、登記

所へ提出する嘱託書等を作成するものとする。 

 
（受注方法） 

第７条 受注者は、発注者からの発注書（様式第１号）（様式第１－２号の内訳書添付）に

より受注するものとする。 

２ 受注者は、発注者が求めたときは、本業務の実施に先立ち、業務責任者を立ち会わせ 

たうえ調査職員から業務の実施について必要な指示を受けるものとする。 

 
（関係書類の貸与等） 

第８条 受注者は、次の各号に掲げる書類等のうち、本業務を実施するにあたって必要な

ものについては、発注者から貸与書類等一覧表（様式第２号）により、貸与、交付又は

支給（以下「貸与等」という。）を受けるものとする。 

一 土地調査表 

二 用地実測図 

三 面積計算書 

四 地図写し 

五 登記原因証明情報及び登記承諾書 

六 印鑑証明書 

七 住所証明書 

八 相続証明書 

九 閲覧及び交付申請書 

十 その他必要書類 

２ 受注者は、貸与等を受けた場合、貸与書類等受領書（様式第２－２号）を作成し、調

査職員に提出するものとする。 

３ 受注者は、貸与等を受けた書類等に過不足を生じた場合には、速やかに調査職員に報

告し、指示を受けるものとする。 

４ 受注者は、貸与等を受けた書類等について破損なく管理するものとし、業務完了後は



速やかに返還するとともに、貸与書類等精算書（様式第３号）を作成し、返納する書類

等とともに調査職員に提出しなければならない。 

 
（土地等への立ち入り） 

第９条 受注者は、本業務を実施するにあたって第三者が所有する土地、建物等に立ち入

ろうとするときは、調査職員と協議し、指示を受けるものとする。 

 
（登記記録の確認等） 

第１０条 受注者は、嘱託書類の作成又は提出に先立ち、必ず登記事項証明書の交付を受

け、登記記録を確認するものとする。 

２ 受注者は、地積測量図等の図面作成に先立ち、必ず現地にて境界杭等の確認を行うも

のとする。 

３ 受注者は、前２項の確認結果と発注者から貸与等を受けた書類等の記載事項との相違 

を発見したときは、速やかに調査職員に報告し、指示を受けるものとする。 

 
（業務の実施） 

第１１条 受注者は、次の各号に定める方法により本業務を実施するものとする。 

一 受注者は、発注書及び貸与等を受けた書類等に基づき、第６条に定める形式により

嘱託書類等を作成するものとする。 

二 受注者は、発注書等を受理後、速やかに嘱託書類等を作成のうえ、嘱託書にあって

は登記所への嘱託、補正、取下げ、受領等の手続きを迅速に処理して登記の早期完成

に努めるものとする。 

三 受注者は、取得等する土地に所有権以外の権利の設定登記があることが判明した場

合又は関係書類等の不備等により、本業務が実施できない場合には、速やかに調査職

員に報告し、指示を受けるものとする。 

四 受注者は、本業務の実施にあたって発注者又は登記所から立会いを求められたとき

は立会うものとする。 

五 受注者は、調査職員から本業務の進捗状況について調査又は報告を求められたとき

は、これに応じなければならない。 

 
（公印の押印） 

第１２条 受注者は、嘱託書類等を作成し、国土交通省所管不動産登記嘱託指定職員の公

印の押印が必要なときは、発注者に書類を提出して押印を受けるものとする。 

 
（成果品） 

第１３条 受注者は、別紙成果品一覧表に掲げる成果品を提出するものとする。 

 
（検 査） 

第１４条 受注者は、発注書に定める本業務が完了した都度、遅滞なく、業務完了報告書

（様式第４号）（様式第４－２の内訳書添付）を提出し、成果品について検査を受けなけ

ればならない。 

２ 受注者は、検査職員が検査を行うときは、調査職員の求めに応じて業務責任者を立ち

会わせるものとする。 

 

（低入札価格契約における品質確保対策）   

第１５条 受注者は本業務の入札の結果、予定価格が1,000万円を超える業務で、予算決

算及び会計令第85条に基づく調査基準価格を下回る価格で契約した場合、又は予定価

格が100万円を超えて1,000万円以下の業務で、品質確保基準価格（予算決算及び会計

令第85条に基づく調査基準価格の算定方式を準用する。）を下回る価格で契約した場

合(予算決算及び会計令第86条に準じて、当該落札価格によって品質を確保した適正な

業務が確実に履行されるかについて事情聴取等の調査を行った結果、当該落札価格に

よって品質を確保した適正な業務が確実に行われると認められた場合を除く。)は、次



の各号に示す品質確保対策を実施しなければならない。 

一 登記嘱託書の作成、これに係る関係資料の作成・調製、関係機関との連絡・調整

にあたっては、業務責任者自ら実施するものとする。表示に関する登記を実施する

場合は、くわえて現地調査について業務責任者自ら実施し、実施状況を調査職員に

日々報告する等、現場で適切な品質管理を行っていることを証明すること。 

二 作成した登記嘱託書（添付書類を含む）は、登記申請前に調査職員に事前提出し、

その内容及び作成経緯（関係資料との整合、関係機関との協議及び現地調査の結果

等）について、業務責任者から調査職員に対し説明を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙（表示に関する登記） 
 

 

 

成 果 品 一 覧 表 
 
 

種 別 成 果 品 

事前調査 対象土地の遠景写真 

筆界標の復元（加算共） 復元箇所位置図 

復元杭の写真（近景・遠景） 

土地表題登記（加算共） 登記完了証 

土地分筆登記（加算共） 登記完了証 

土地地積変更・更正登記（加算共） 登記完了証 

土地合筆登記（加算共） 登記完了証 

土地地目変更登記（加算共） 登記完了証 

所有者の更正登記（加算共） 登記完了証 

所有者の表示変更・更正登記（加算共） 登記完了証 

土地地図訂正申出（加算共） 登記完了証 

現地調査費 現地調査記録簿 

地積測量図（分筆用）（加算共） 地積測量図 

地積測量図（分筆以外） 地積測量図 

土地所在図（全図）（分筆用） 土地所在図 

土地所在図（全図）（分筆以外） 土地所在図 

土地所在図（表示用） 土地所在図 

地役権図面 地役権図面 

地形図 地形図 

土地調書 土地調書（写） 



別紙（権利に関する登記） 
 

 

 

 
 

成 果 品 一 覧 表 
 

 

 

種 別 成 果 品 

所有権保存 登記完了証 

相続 登記完了証 

所有権移転 登記完了証 

用益権、担保権の設定 登記完了証 

登記名義人の表示変更・更正 登記完了証 

抹消・変更・その他①所有権の登記 登記完了証 

抹消・変更・その他②所有権以外の登記 登記完了証 

文案を要するもの（民法第 903 条の特別受益証 

明書等）①正本 

作成文書 

文案を要するもの（民法第 903 条の特別受益証 

明書等）②その他 

作成文書 

文案を要しないもの（共同担保目録のみの作成） 共同担保目録 

謄抄本・登記事項証明書・登記事項要約書又は印 

鑑証明書の請求及び受領（委任状作成を含む） 

受領書類 



様式第１号（表示に関する登記） 

№ 

発  注  書 

（年号） 年 月 日 

（受注者） 

               殿 

                                                               ○○事務所 

                                                                用地課長 

 

（年号） 年 月 日付けで契約締結した（年号） 年度単価契約○○事務所公共

嘱託登記業務（表示に関する登記）に基づき下記のとおり発注する。 

  記 

履行期限  （年号） 年 月 日  

種          別 単位 単 価 数 量 金 額 

資料調査 件       

事前調査 件       

筆界標の復元 点       

   〃     （加算） 点       

土地表題登記 件       

   〃     （加算） 筆       

土地分筆登記 件       

   〃     （加算） 筆       

土地地積変更・更正登記 件       

   〃     （加算） 筆       

土地合筆登記 件       

   〃     （加算） 筆       

土地地目変更登記 件       

   〃     （加算） 筆       

所有者の更正登記 件       

   〃     （加算） 筆       

所有者の表示変更・更正登記 件       

   〃     （加算） 筆       

土地地図訂正申出 件       

   〃     （加算） 筆       

現地調査費 件       

地積測量図（分筆用） 葉       

   〃     （加算） 筆       

地積測量図（分筆以外） 筆       

土地所在図（全図）（分筆用） 葉       

土地所在図（全図）（分筆以外） 葉       

土地所在図（表示用） 葉       

地役権図面 葉       

地形図 件       

土地調書  件       

原本の複製 通    

相談業務 時間    

合       計         
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内 訳 書 

様式第１－２号（表示に関する登記） 



 

様式第１号(権利に関する登記) 

№ 

発  注  書 

             

（年号） 年 月 日 

（受注者） 

               殿 

                                                               ○○事務所 

                                                                用地課長 

 

（年号） 年 月 日付けで契約締結した（年号） 年度単価契約○○事務所公共

嘱託登記業務（権利に関する登記）に基づき下記のとおり発注する。 

  記 

                           

履行期限  （年号） 年 月 日  

種          別 単位 単 価 数 量 金 額 

所有権保存 件       

相続 件       

所有権移転 件       

用益権・担保権の設定 件       

用益権・担保件の移転又は処分 件       

登記名義人の表示変更・更正 件       

抹消・変更・その他 

①所有権の登記 
件       

抹消・変更・その他 

②所有権以外の登記 
件       

文案を要するもの（民法第９０３

条の特別受益証明書等）①正本 
枚       

文案を要するもの（民法第９０３

条の特別受益証明書等）②その他 
枚       

文案を要しないもの（共同担保目

録のみの作成） 
枚       

謄抄本・登記事項証明書・登記事項要

約書又は印鑑証明書の請求及び受領

（委任状作成を含む） 

通       

登記簿閲覧等（登記の申請手続の代理

又は申請書類の作成若しくは申請行為

代理に関する場合は除く） 

用紙       

割増料Ⅰ 不動産の個数１個を超える 

分 1個につき 
個       

割増料Ⅱ 区分建物所有権保存   

敷地権の移転の登記の効力のある

もの 

件       

その他のもの 件       

割増料Ⅲ 区分建物の所有権移転で、

敷地権の移転の効力があるもの 
件       

相談業務 時間       

合       計         



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

番

号 
土 地 の 所 在 

地 

番 
所 有 者 

所
有
権
保
存 

相
続 

所
有
権
移
転 

用
益
権
・
担
保
権
の
設
定 

用
益
権
・
担
保
権
の
移
転
又
は
処
分 

 

登
記
名
義
人
の
表
示
変
更
・
更
正 

抹
消
・
変
更
・
そ
の
他
①
所
有
権
の
登
記 

〃
②
所
有
権
以
外
の
登
記 

文
案
を
要
す
る
も
の
（
民
法
第
９
０
３
条
の
特
別
受
益 

証
明
書
等
）
①
正
本 

〃
②
そ
の
他 

文
案
を
要
し
な
い
も
の
（
共
担
目
録
の
み
の
作
成
） 

謄
抄
本
・
登
記
事
項
証
明
書
・
登
記
事
項
要
約
書
又

は
印
鑑
証
明
書
の
請
求
又
は
受
領
（
委
任
状
作
成
を

含
む
） 

登
記
簿
閲
覧
等
（
登
記
の
申
請
手
続
の
代
理
又
は
申
請

書
類
の
作
成
若
し
く
は
申
請
行
為
代
理
に
関
す
る
場
合

は
除
く
） 

 
割
増
料
Ⅰ 

不
動
産
の
個
数
１
個
を
超
え
る
分
１
個

に
つ
き 

割
増
料
Ⅱ 

区
分
建
物
所
有
権
保
存 

敷
地
権
の
移
転

の
登
記
の
効
力
の
あ
る
も
の 

割
増
料
Ⅱ 

区
分
建
物
所
有
権
保
存 

 
 

 
 
 

そ
の
他
の
も
の 

割
増
料
Ⅲ 

区
分
建
物
の
所
有
権
移
転
で
、
敷
地
権
の

移
転
の
効
力
の
あ
る
も
の 

 

相
談
業
務 

 

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

内 訳 書 

様式第１－２号(権利に関する登記) 



様式第２号 
 
                               № 
 

貸 与 書 類 等 一 覧 表 
              

                             （年号） 年 月 日 
 

（受注者） 
 
 
                  殿 

 
○○事務所 

                                  用地課長 
 
 

（年号） 年 月 日付けで契約締結した（年号） 年度単価契約○○事務所公共嘱託登記業

務（○○に関する登記）に基づき下記のとおり貸与書類等を貸与する。 
 

記 
 

品 目 等 単位 数 量 備    考 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

 
 



様式第２－２号 
 
                               № 
 

貸 与 書 類 等 受 領 書 
              

                           （年号） 年 月 日 
 

○○事務所 
 用地課長         殿 

 
                           （受注者） 
 
 
 

（年号） 年 月 日付けで貸与を受けた下記の書類等を正に受領しました。 
 

 
記 

 
品 目 等 単位 数 量 備    考 

    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

 
 
 



様式第３号 
 
                               № 
 

貸 与 書 類 等 精 算 書 
              

                             （年号） 年 月 日 
 

 ○○事務所 
  用地課長                殿 

 
                       （受注者） 
                                          
                                        

（年号） 年 月 日付けで貸与を受けた下記の書類等について、数量が確定したので精算し

ます。 
 

記 
 

 
品 目 等 

 
単位 

数       量  
備    考 支給数量 使用数量 残数量 

      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

 
 
 



様式第４号 
                                № 
 
 

業 務 完 了 報 告 書 
 

                             （年号） 年 月 日 
 
○○事務所 

  用地課長         殿 
 
                      （受注者）           
                                          
 
（年号） 年 月 日付けで発注された業務を下記のとおり完了したので報告します。 

                       
記 

 
納入場所 ○○事務所 用地課 履行期限 （年号） 年 月 日 

種   別 単位 単 価 数量 金   額 摘要 
          
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
   

検査年月日  （年号） 年 月 日 
  検 査 職 員  ○○事務所 用地課長   ○○○○      
 



                                                      

番

号 
土地の所在 地番 所有者 

資
料
調
査 

事
前
調
査 

筆
界
標
の
復
元 

 

 

 

 

 

 

 

加 

   

算 

土
地
表
題
登
記 

 

 

 

 

 

 

 

加 

   

算 

 

土
地
分
筆
登
記 

 

 

 

 

 

 

 

加 

 

算 

土
地
地
積
変
更
・
更
正
登
記 

 

 

 

 

 

 

 

加 

 

算 

土
地
合
筆
登
記 

 

 

 

 

 

 

 

加 

 

算 

土
地
地
目
変
更
登
記 

 

 

 

 

 

 

 

加 

 

算 

所
有
者
の
更
正
登
記 

 

 

 

 

 

 

 

加 

 

算 

 

所
有
者
の
表
示
変
更
・
更
正
登
記 

 

 

 

 

 

 

 

加 

 

算 

土
地
地
図
訂
正
申
出 

 

 

 

 

 

 

 

加 

 

算 

現
地
調
査
費 

地
積
測
量
図
・
分
筆
用 

 

 

 

 

 

 

 

加 

 

算 

地
積
測
量
図
・
分
筆
以
外 

土
地
所
在
図
・
全
図
・
分
筆
用 

土
地
所
在
図
・
全
図
・
分
筆
以
外 

土
地
所
在
図
・
表
示
用 

地
役
権
図
面 

地
形
図 

土
地
調
書 

原
本
の
複
製 

相
談
業
務 

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

様式第４－２号（表示に関する登記） 

内 訳 書 



  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

番

号 
土 地 の 所 在 

地 

番 
所 有 者 

所
有
権
保
存 

相
続 

所
有
権
移
転 

用
益
権
・
担
保
権
の
設
定 

用
益
権
・
担
保
権
の
移
転
又
は
処
分 

 

登
記
名
義
人
の
表
示
変
更
・
更
正 

抹
消
・
変
更
・
そ
の
他
①
所
有
権
の
登
記 

〃
②
所
有
権
以
外
の
登
記 

文
案
を
要
す
る
も
の
（
民
法
第
９
０
３
条
の
特
別
受
益 

証
明
書
等
）
①
正
本 

〃
②
そ
の
他 

文
案
を
要
し
な
い
も
の
（
共
担
目
録
の
み
の
作
成
） 

謄
抄
本
・
登
記
事
項
証
明
書
・
登
記
事
項
要
約
書
又

は
印
鑑
証
明
書
の
請
求
又
は
受
領
（
委
任
状
作
成
を

含
む
） 

登
記
簿
閲
覧
等
（
登
記
の
申
請
手
続
の
代
理
又
は
申
請

書
類
の
作
成
若
し
く
は
申
請
行
為
代
理
に
関
す
る
場
合

は
除
く
） 

割
増
料
Ⅰ 

不
動
産
の
個
数
１
個
を
超
え
る
分
１
個

に
つ
き 

割
増
料
Ⅱ 

区
分
建
物
所
有
権
保
存 

敷
地
権
の
移
転

の
登
記
の
効
力
の
あ
る
も
の 

割
増
料
Ⅱ 

区
分
建
物
所
有
権
保
存 

 
 

 
 
 

そ
の
他
の
も
の 

割
増
料
Ⅲ 

区
分
建
物
の
所
有
権
移
転
で
、
敷
地
権
の

移
転
の
効
力
の
あ
る
も
の 

 

相
談
業
務 

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

様式第４－２号(権利に関する登記) 

内 訳 書 


